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（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第43期第３四半期連結累計期間及び第43期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第44期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

  

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は不動産販売事業にあたる新築分

譲マンション事業より一時撤退いたしました。詳細は、「第２ 事業の状況 ３ 財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析 (1) 経営成績の分析」に記載のとおりであります。主要な関係会社については異動はあ

りません。 

 なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況 １

四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第43期 

第３四半期連結 
累計期間 

第44期 
第３四半期連結 

累計期間 
第43期 

会計期間 
自 平成23年４月１日
至 平成23年12月31日

自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日 

自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日

売上高 （千円）  4,110,636  1,798,445  4,981,626

経常利益 （千円）  78,384  305,877  158,984

四半期（当期）純利益又は四半期純損

失（△） 
（千円）  4,893  △394,555  76,109

四半期包括利益又は包括利益 （千円）  5,285  △394,452  76,474

純資産額 （千円）  254,175  740,863  325,334

総資産額 （千円）  23,526,970  20,199,797  23,349,849

１株当たり四半期（当期）純利益金額

又は１株当たり四半期純損失金額

（△） 

（円）  0.22  △16.81  3.39

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額 
（円）  －  －  －

自己資本比率 （％）  1.1  3.7  1.4

回次 
第43期 

第３四半期連結 
会計期間 

第44期 
第３四半期連結 

会計期間 

会計期間 
自 平成23年10月１日
至 平成23年12月31日

自 平成24年10月１日 
至 平成24年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額又は１株

当たり四半期純損失金額（△） 
（円）  1.26  △21.05

２【事業の内容】
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 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 なお、当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要

な変更があった事項は、次のとおりであります。 

 当社グループは、当第３四半期連結累計期間に事業再構築計画を策定し、事業用地の売却及び親会社である森トラ

スト株式会社からの金融支援を受けたことにより、抜本的な財務基盤の再構築を図ることができ、かつ、今後におけ

る安定的な収益確保に一定の目途がついたことから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況

は解消されたものと判断したため、前事業年度の有価証券報告書に記載した「(13)継続企業の前提に関する重要事象

等について」は消滅しております。 

  

 該当事項はありません。  

  

 文中の将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

  

(1）経営成績の分析 

 当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、周辺諸国との関係悪化の影響を受けた輸出の不振、欧州債務

危機問題や新興国経済の成長鈍化による世界景気の減速の影響が懸念されますが、新政権発足による経済政策転換

への期待から株価の上昇、為替水準の改善が見られ、今後の実態経済への波及が注視されます。 

 不動産業界においては、新築分譲物件の新規発売戸数ならびに契約率は堅調に推移しておりますが、厳しい雇用

情勢や所得の伸び悩みが長期化しており、今後の市場動向は予断を許さない状況が続くものと思われます。一方、

中古住宅物件の取引については、新築物件に比して低価格であることから成約件数は堅調を維持しており、売却依

頼についても増加傾向にあります。また、賃貸マンションの成約賃料単価やオフィスの坪当たり募集賃料の下落基

調に変化はないものの、オフィス空室率は改善傾向が続いております。 

 このような状況のもと、当社グループは当第３四半期連結会計期間に策定した事業再構築計画に基づき、不動産

販売事業にあたる新築分譲マンション事業からは一時撤退し、不動産賃貸事業、販売代理・仲介事業、不動産管理

事業を中心とした事業構造に転換したうえで、不動産賃貸事業におけるオフィスビル・住宅等の賃貸物件の稼働率

の向上、販売代理・仲介事業における営業力強化及び徹底したコスト削減を行うことにより、安定的な収益確保を

図り、自己資本の充実、企業価値の向上を推進いたしました。また、新築分譲マンション事業一時撤退にともなう

保有事業用地の売却等により、36億61百万円の特別損失を計上いたしましたが、親会社である森トラスト株式会社

からの金融支援として第三者割当増資による８億10百万円の新たな資本の注入及び借入金30億円の債務免除を受

け、債務超過を回避いたしました。 

 その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高 百万円（前年同期比56.2％減）、営業利益 百万円

（前年同期比108.4％増）、経常利益 百万円（前年同期比290.2%増）、四半期純損失は 百万円（前年

同期は四半期純利益４百万円）となりました。 

  

 セグメントの業績は次のとおりであります。 

 なお、当社グループは、前連結会計年度において新規の不動産開発を一時休止し、完成在庫の早期完売や販売代

理契約の新規獲得に注力し、あわせて安定収益拡大のため不動産賃貸事業の強化に取り組み、収益構造の転換を図

りました。その結果、当社グループ全体の売上規模の縮小により第１四半期連結会計期間において、前連結会計年

度までその他の事業に含めておりました、主に賃貸物件の管理等を行う不動産管理事業については、金額的重要性

が増したため、その他の事業とは独立した単独の報告セグメントとして記載する方法に変更しており、前年同四半

期比較については、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。 

 また、従来の賃貸事業を不動産賃貸事業に名称を変更しておりますが、名称変更のみであり、当該報告セグメン

トの事業内容の変更はありません。  

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

17億98 ４億78

３億５ ３億94
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〔不動産販売事業〕  

 不動産販売事業におきましては、新築分譲マンション事業の一時撤退等により当第３四半期連結累計期間にお

ける不動産の販売がなかったことから売上高の計上はありません。営業損失は、過年度販売物件のアフターサー

ビス工事費用や販売用不動産の維持費等の発生により11百万円となりました（前年同期は、売上高25億49百万

円、営業利益７百万円）。 

〔不動産賃貸事業〕 

 不動産賃貸事業におきましては、東神戸センタービル（神戸市東灘区）の稼働率の向上のため積極的な営業活

動を行い、かつ運営の効率化を図ってまいりました。また、前連結会計年度において実施した販売用不動産の所

有目的変更により賃貸物件数が増加したことから、賃貸収入は９億65百万円（前年同期比13.5％増）、営業利益

は３億95百万円（前年同期比35.8％増）となりました。 

〔販売代理・仲介事業〕 

 販売代理・仲介事業におきましては、販売代理部門の新規受託が前年同期に比して伸び悩んだものの、少数精

鋭による営業力の強化を図り、売買仲介の成約件数、取扱単価が増加したことにより、売上高は５億円（前年同

期比21.5％増）、営業利益は１億６百万円（前年同期比296.5％増）となりました。 

〔不動産管理事業〕 

 不動産管理事業におきましては、賃貸不動産所有者に管理受託増加のための営業努力をおこなったことが奏効

し、売上高は１億73百万円（前年同期比2.5％増）、営業利益は40百万円（前年同期比234.3％増）となりまし

た。  

〔その他の事業〕  

 その他の事業におきましては、販売人員の派遣料収入が発生したことから、売上高は１億58百万円（前年同期

比22.7％増）、営業利益は37百万円（前年同期比58.5％増）となりました。   

  

(2）財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末の総資産残高は 百万円（前連結会計年度末比31億50百万円減）となりまし

た。流動資産は、開発用不動産等の売却等により大きく減少したものの、その売却代金等の入金により現預金が増

加したことから 百万円（同25億19百万円減）となり、固定資産は、付帯事業設備の減損損失の計上や減価償

却の実施、差入賃借保証金の減少等により 百万円（同６億30百万円減）となりました。 

負債につきましては、流動負債が短期借入金の債務免除や預り金の減少等により 百万円（同32億38百万

円減）、固定負債が賃貸預り保証金の減少等により 百万円（同３億27百万円減）となりました。 

また、純資産は第三者割当増資により資本金及び資本剰余金が増加したものの、四半期純損失を計上したことに

より 百万円（同４億15百万円増）となり、その結果、自己資本比率は3.7％（同2.3ポイント増）となりまし

た。 

  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。  

  

(4）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

  

201億99

88億50

113億49

189億22

５億36

７億40
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(5）生産、受注及び販売の実績 

 当第３四半期連結累計期間において、不動産販売事業の販売実績が著しく減少しました。 

 当社グループは、前連結会計年度において新規の不動産開発を一時休止し、完成在庫の早期完売や販売代理契約

の新規獲得に注力し、あわせて安定収益拡大のため不動産賃貸事業の強化に取り組み、収益構造の転換を図りまし

た。当第３四半期連結累計期間においては、不動産販売事業の新規発売実績、販売実績がなかったことから、当社

グループ全体の売上規模は縮小しましたが、不動産賃貸事業及び販売代理・仲介事業の強化並びに営業費用の圧縮

により、前第３四半期連結累計期間の営業利益が２億29百万円に対して、当第３四半期連結累計期間の営業利益は

４億78百万円と改善されております。 

 なお、セグメント別売上実績は次のとおりであります。 

  

セグメントの名称 

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日）  

  

前年同期増減率
（％） 

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 

不動産販売事業  2,549,381  62.0  －  －  △100.0

不動産賃貸事業  850,429  20.7  965,220  53.7  13.5

販売代理・仲介事業  412,138  10.0  500,910  27.8  21.5

不動産管理事業  169,367  4.1  173,597  9.7  2.5

その他の事業  129,320  3.2  158,717  8.8  22.7

合計  4,110,636  100.0  1,798,445  100.0  △56.2
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

 （注）有償第三者割当 

発行価格   90円 

資本組入額  45円 

割当先    森トラスト株式会社 

  

 当第３四半期会計期間において、森トラスト株式会社より平成24年12月26日付で関東財務局長に提出された

大量保有報告書（変更報告書）により、以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の

記載が確認できないため、当社として当第３四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができておりま

せん。 

 なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。  

    

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  90,000,000

計  90,000,000

種類 
第３四半期会計期間 
末現在発行数（株） 
（平成24年12月31日） 

提出日現在 
発行数（株） 

（平成25年２月４日） 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  31,513,000  31,513,000
大阪証券取引所 

市場第二部 

単元株式数 

1,000株 

計  31,513,000  31,513,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円） 

平成24年12月26日 

（注） 
 9,000,000  31,513,000  405,000  3,405,000  405,000  405,000

（６）【大株主の状況】

氏名又は名称 住所 
保有株券等の

数 
（千株） 

株券等保有割合
(％) 

森トラスト株式会社 東京都港区虎ノ門二丁目３番17号  20,360  64.61
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、平成24年12月25日開催の臨時株主総会の基準日（平成24年11月24日）に基

づく株主名簿による記載をしております。なお、当社は平成24年12月26日付で第三者割当増資の払込みを受け

ました。その結果、当第３四半期連結会計期間末における発行済株式総数は9,000,000株、議決権の数は9,000

個それぞれ増加しております。 

  

①【発行済株式】 

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。  

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。 

２ 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式523株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成24年11月24日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       34,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   22,406,000  22,406 － 

単元未満株式 普通株式       73,000 － － 

発行済株式総数  22,513,000 － － 

総株主の議決権 －  22,406 － 

  平成24年11月24日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合（％） 

アーバンライフ株式会社 
神戸市東灘区本山南

町八丁目６番26号 
 34,000  －  34,000  0.15

計 －  34,000  －  34,000  0.15

２【役員の状況】
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１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平

成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

   

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 936,088 8,483,441

受取手形及び売掛金 135,102 183,876

販売用不動産 1,072,400 67,640

仕掛販売用不動産 17,475 －

開発用不動産 9,096,499 －

その他 117,116 120,976

貸倒引当金 △5,174 △5,803

流動資産合計 11,369,509 8,850,131

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 5,529,171 5,313,019

土地 5,435,037 5,376,792

その他（純額） 42,948 42,360

有形固定資産合計 11,007,157 10,732,172

無形固定資産   

借地権 243,286 243,286

その他 32,211 26,814

無形固定資産合計 275,497 270,100

投資その他の資産   

投資有価証券 71,274 71,428

その他 ※1  626,410 ※1  275,963

投資その他の資産合計 697,684 347,391

固定資産合計 11,980,339 11,349,665

資産合計 23,349,849 20,199,797
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 12,907 14,226

短期借入金 21,500,000 18,400,000

未払法人税等 9,144 30,007

前受金 210,079 183,251

預り金 333,682 172,259

その他 95,380 123,159

流動負債合計 22,161,194 18,922,904

固定負債   

退職給付引当金 176,173 188,364

繰延税金負債 469 514

その他 686,676 347,150

固定負債合計 863,319 536,029

負債合計 23,024,514 19,458,933

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,000,000 3,405,000

資本剰余金 307,631 712,631

利益剰余金 △2,975,846 △3,370,401

自己株式 △7,242 △7,260

株主資本合計 324,542 739,968

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 792 895

その他の包括利益累計額合計 792 895

純資産合計 325,334 740,863

負債純資産合計 23,349,849 20,199,797
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

売上高   

不動産売上高 2,549,381 －

賃貸収入 850,429 965,220

その他の事業収入 710,825 833,225

売上高合計 4,110,636 1,798,445

売上原価   

不動産売上原価 2,338,420 6,159

賃貸原価 482,259 474,521

その他の事業原価 86,992 88,841

売上原価合計 2,907,672 569,522

売上総利益 1,202,964 1,228,923

販売費及び一般管理費 973,391 750,500

営業利益 229,572 478,422

営業外収益   

受取利息 863 776

受取賃貸料 10,859 2,449

その他 10,060 3,288

営業外収益合計 21,782 6,513

営業外費用   

支払利息 169,870 157,849

株式交付費 － 19,538

その他 3,100 1,670

営業外費用合計 172,971 179,059

経常利益 78,384 305,877

特別利益   

債務免除益 － ※1  3,000,000

特別利益合計 － 3,000,000

特別損失   

退職給付費用 11,070 －

特別退職金 ※2  58,778 －

事業構造改善費用 － ※3  3,661,518

事務所移転費用 － ※4  13,234

特別損失合計 69,848 3,674,753

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

8,535 △368,876

法人税、住民税及び事業税 3,642 25,678

法人税等合計 3,642 25,678

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

4,893 △394,555

四半期純利益又は四半期純損失（△） 4,893 △394,555
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

4,893 △394,555

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 392 102

その他の包括利益合計 392 102

四半期包括利益 5,285 △394,452

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 5,285 △394,452

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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 該当事項はありません。 

  

  

（減価償却方法の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これによる、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純損失に与える影響は軽微

であります。 

  

 該当事項はありません。  

   

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額は、次のとおりであります。 

  

２ 当社は、資金調達の機動性と安定性を高め、資金効率の向上、金融費用の軽減を図るため、親会社の森トラ

スト株式会社と貸出コミットメント契約を締結しております。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおり

であります。 

  

【継続企業の前提に関する事項】

【会計方針の変更】

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成24年12月31日） 

長期滞留債権 千円6,764 千円6,632

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成24年12月31日） 

貸出コミットメント総額 千円 21,500,000 千円 18,400,000

借入実行残高  21,500,000  18,400,000

差引額  －  －
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※１ 債務免除益 

 当第３四半期連結累計期間において策定した当社事業再構築計画に基づく金融支援のうち、親会社であ

る森トラスト株式会社より借入金3,000,000千円の債務免除を受けたことによるものであります。 

  

※２  特別退職金 

前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年12月31日）  

 平成23年５月13日開催の取締役会において決議された、希望退職者の募集を実施したことによる特別加

算金等であります。 

  

※３ 事業構造改善費用の内容は次のとおりであります。 

 なお、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

 当社グループは、原則として、事業内容を基礎とした区分に基づきグルーピングを行っております。 

 当第３四半期連結累計期間において、リゾートマンション付帯施設を譲渡することを決議し、当該資産

の帳簿価額を回収可能価額まで減額して、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しました。回収可

能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は譲渡予定額によって評価しております。 

  

※４ 事務所移転費用の内容は次のとおりであります。 

  

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。 

  

（四半期連結損益計算書関係）

  
当第３四半期連結累計期間 
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日） 

たな卸資産売却損 千円 2,723,343

たな卸資産評価損  758,972

減損損失  179,203

 計  3,661,518

場所 用途  種類 減損損失（千円） 

 滋賀県守山市  付帯事業設備 

 建物及び構築物   120,298

 土地   58,245

 その他   660

 合計   179,203

  
当第３四半期連結累計期間 
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日） 

固定資産除却損 千円 9,538

原状回復費用  2,300

その他引越関連費用  1,396

 計  13,234

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自  平成23年４月１日 
至  平成23年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日） 

減価償却費 千円 124,177 千円 131,239

－14－



Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日） 

１． 配当に関する事項  

(1）配当金支払額 

 該当事項はありません。 

  

(2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

２．株主資本の金額の著しい変動 

 該当事項はありません。  

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日） 

１． 配当に関する事項  

(1）配当金支払額 

 該当事項はありません。 

  

(2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

２．株主資本の金額の著しい変動 

 当社は、平成24年12月26日付で、森トラスト株式会社から第三者割当増資の払込みを受けました。この結

果、当第３四半期連結会計期間において資本金が405,000千円、資本準備金が405,000千円増加し、当第３四

半期連結会計期間末において資本金3,405,000千円、資本準備金が405,000千円となっております。  

  

（株主資本等関係）
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間 （自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日）  

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円）

(注)１．セグメント利益の調整額 千円には、セグメント間取引消去 千円、各報告セグメントに

帰属しない全社費用 千円が含まれております。全社費用は、主に管理部門の一般管理費であ

ります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

   

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

３．報告セグメントごとの資産に関する情報 

 当第３四半期連結累計期間において、保有目的の変更により不動産販売事業に含まれる資産のうち、

3,048,620千円を不動産賃貸事業に振替を行っております。 

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間 （自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日）  

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円）

(注)１．セグメント利益又は損失の調整額 千円には、セグメント間取引消去 千円、各報告セグメ

ントに帰属しない全社費用 千円が含まれております。全社費用は、主に管理部門の一般管理

費であります。 

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

   

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

報告セグメント   
調整額  
(注)１  

  

四半期連結
損益計算書 
計上額  
(注)２  不動産販売 不動産賃貸 販売代理・

仲介 不動産管理 その他 計 

売上高                 

外部顧客への売上高  2,549,381  850,429 412,138 169,367 129,320  4,110,636  － 4,110,636

セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 －  9,297 74,257 20,097 14,700  118,352 ( )118,352 －

計  2,549,381  859,726 486,395 189,465 144,020  4,228,989 ( )118,352 4,110,636

セグメント利益  7,419  291,312 26,742 12,034 23,394  360,903 ( )131,330 229,572

△131,330 45,150

△176,480

  

報告セグメント 
  

調整額  
(注)１  

四半期連結
損益計算書 
計上額  
(注)２  不動産販売 不動産賃貸 販売代理・

仲介 不動産管理 その他 計 

売上高                 

外部顧客への売上高  －  965,220 500,910 173,597 158,717  1,798,445  － 1,798,445

セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 －  6,860 － 14,037 18,250  39,148 ( )39,148 －

計  －  972,081 500,910 187,634 176,967  1,837,593 ( )39,148 1,798,445

セグメント利益又は 

損失(△) 
 △11,484  395,708 106,031 40,232 37,075  567,564 ( )89,141 478,422

△89,141 58,374

△147,516

－16－



２．報告セグメントの変更等に関する事項 

 当社グループは、前連結会計年度において新規の不動産開発を一時休止し、完成在庫の早期完売や販売代理

契約の新規獲得に注力し、あわせて安定収益拡大のため不動産賃貸事業の強化に取り組み、収益構造の転換を

図りました。その結果、当社グループ全体の売上規模の縮小により第１四半期連結会計期間において、前連結

会計年度まで「その他」の事業に含めておりました、主に賃貸物件の管理等を行う「不動産管理」事業につい

ては、金額的重要性が増したため、「その他」の事業とは独立した単独の報告セグメントとして記載する方法

に変更しております。 

 また、従来の「賃貸」事業を「不動産賃貸」事業に名称を変更しておりますが、名称変更のみであり、当該

報告セグメントの事業内容の変更はありません。 

 変更後の報告セグメントにつきましては、従来の「不動産販売」、「賃貸」、「販売代理・仲介」、「その

他」の４事業区分から、第１四半期連結会計期間より「不動産販売」、「不動産賃貸」、「販売代理・仲

介」、「不動産管理」、「その他」の５事業区分としております。 

 なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したも

のを開示しております。  

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 「その他」の事業セグメントにおいて、リゾートマンション付帯施設を譲渡することを決議し、当該資産の

帳簿価額を回収可能価額まで減額して、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しました。回収可能価額

は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は譲渡予定額によって評価しております。なお、当該減損

損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては179,203千円であります。 

  

（のれんの金額の重要な変動） 

 該当事項はありません。 

  

（重要な負ののれんの発生益） 

 該当事項はありません。  

  

４．報告セグメントごとの資産に関する情報 

 当第３四半期連結累計期間において、開発用不動産等の売却等により不動産販売事業に含まれる資産が、前

連結会計期間年度の末日に比べ、10,118,712千円減少しております。 

  

 １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注） 当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失

金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。なお、前第３四半期連結累計期間の潜在株

式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△） 
銭 22 円 銭 △16 81

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円） 
 4,893  △394,555

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（千円） 
 4,893  △394,555

普通株式の期中平均株式数（株）  22,479,624  23,478,444

（重要な後発事象）

－17－



(1) 決算日後の状況 

 特記事項はありません。 

  

(2) 訴訟 

 前連結会計年度末からの変動はありません。 

２【その他】

－18－



 該当事項はありません。 

   

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

－19－



  

  

   

  

  

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアーバンライフ

株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日か

ら平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アーバンライフ株式会社及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。 

  

利害関係  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

   

  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成25年２月１日

アーバンライフ株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員  

  公認会計士 松  井  隆  雄  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員  

  公認会計士 西  野  勇  人  印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



  

  

【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成25年２月４日 

【会社名】 アーバンライフ株式会社 

【英訳名】 URBAN LIFE Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  許 斐 信 男 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 神戸市東灘区本山南町八丁目６番26号 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 

  



 当社代表取締役社長許斐信男は、当社の第44期第３四半期（自 平成24年10月１日 至 平成24年12月31日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】


